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イ 東京電力は、その後、本件試算津波と同じ規模の津波に対する対策等につい

ての検討を行ったものの、直ちに対策を講ずるのではなく、土木学会に本件長期評

価についての研究を委託することとして、当面の検討を終えた。 

  本件地震及びこれに伴う本件事故 

ア 平成２３年３月１１日、牡鹿半島の東南東約１３０㎞、深さ約２４㎞の地点

を震源として、本件地震が発生した。本件地震は、複数の震源域がそれぞれ連動し

て発生したものであり、その震源域は、南北の長さ約４５０㎞、東西の幅約２００

㎞に及び、その最大すべり量は、５０ｍ以上であった。本件地震の規模は、我が国

の観測史上最大となるマグニチュード９．０、津波マグニチュード９．１であっ

た。 

イ 本件地震により、本件各原子炉のうち定期検査のため運転停止中であった４

号機を除く各原子炉がいずれも自動的に停止し、外部の変電所から供給される電力

についても、本件地震による設備故障等によりその供給が途絶えた。 

その後、本件地震に伴う津波（以下「本件津波」という。）が本件発電所に到来

し、本件敷地の海に面した東側及び南東側の全方面から大量の海水が本件敷地に浸

入して、本件敷地のほぼ全域が浸水した。その浸水深は、主要建屋付近で最大約

５．５ｍに及び、主要建屋の中に海水が浸入する事態となった。その結果、全ての

本件非常用電源設備が浸水してその機能を失い、交流電源が喪失した。 

本件各原子炉施設には蓄電池が付属する直流の電源設備が備えられていたが、３

号機を除く各原子炉に係る原子炉施設については、上記電源設備も浸水してその機

能を失い、直流を含む全ての電源が喪失した。３号機の原子炉施設については、し

ばらくの間、上記蓄電池を電源とする直流の電力が非常用炉心冷却設備に供給され

ていたが、上記非常用炉心冷却設備が停止し、上記蓄電池の残量不足等により再起

動させることができなくなった。 

以上のとおり、本件各原子炉施設が電源喪失の事態に陥った結果、本件地震の発

生当時運転中であった１号機から３号機までの各原子炉について、運転停止後も発


